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第１章 計画策定の概要 

第１節 計画策定の背景 

１．平成 37（2025）年を見据えて 

（素案Ｐ２） 

日本の将来の高齢者人口は、団塊の世代（昭和22年～24年生まれ）が65歳以上になる平成

27（2015）年には3,395万人、75歳以上になる平成37（2025）年には3,657万人に達し、約３

人に１人が65歳以上という状況が見込まれており（「日本の将来推計人口」[平成24年1月推

計]1）、特に、75歳以上人口は都市部で急速に増加するであろうと考えられています。また、

高齢者人口に占める一人暮らし高齢者の割合や認知症高齢者数も、国で算出した将来推計で

は増加が見込まれるなど、人口構造１つをみても、この10年間で様々な面から大きく変化す

ると考えられます。 

大きく人口構造が変化する背景が見込まれる中、あるいは、その先の将来を見据えていく

中で、介護や医療の需要はさらに増加すると考えられることから、高齢者の生活における

様々な場面を適切に支えるしくみをより発展させ、強固なものにしていく必要があります。

できる限り住み慣れた地域で、人生の最期まで尊厳をもって自分らしい生活を送ることがで

きる社会の実現に向けて、これまでの考え方を承継しつつ、「地域包括ケアシステム」の実

現に向けた取組の強化が求められています。 

 

２．地域包括ケアシステムの実現に向けて 

（素案Ｐ３～４） 

地域包括ケアの推進については、介護保険の目的が高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援

であることを再確認し、本人の住まい方や暮らし方に対する意思に基づいた選択と、自立支

援の観点からの統合的なケアの提供が前提となります。 

国による介護保険法や医療法等の法整備が進められていく中で、様々な制度の動きに対応

した政策を展開していくのが、区民に最も身近な基礎自治体としての役割であり、横断的な

視点を持つ「地域包括ケアシステム」をいかに実現するか、その手腕が問われています。そ

して、地域の高齢者のニーズを的確に把握し、自治体のめざすべき姿を明確にして、関係者

との共通理解のもと、多様な主体によるサービス基盤の整備を進めていくことが求められて

います。 

また、少子高齢化や財政状況からみて、今後、共助・公助の大幅な拡充を期待することは

難しくなってきており、自助・互助の果たすべき役割が重要となってきます。 

  

                            

 

 
1 国立社会保障・人口問題研究所による推計値（平成 22(2010)年の国勢調査を基に推計した値） 
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出典：地域包括ケア研究会報告書（平成 25 年３月） 

 

 

  

共助 

●自分のことは自分でする 

●自らの健康管理 

●市場サービスの購入 

●介護保険に代表される社

会保険制度及びサービス 
●一般財源による高齢者福

祉事業等 

●生活保護 

●人権擁護・虐待対策 

●ボランティア活動 

●住民組織の活動 

●ボランティア・住民組

織の活動への公的支援 

 

公助 

互助 自助 

●当事者団体による取組 

●高齢者によるボランティア・生きがい就労 
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第２節 計画の位置付け等 

１．計画の策定目的 

（素案Ｐ５） 

区では、「だれもが人として尊重され ともに支え合う地域社会」の構築を目指し、高齢者

保健福祉施策・介護保険事業を総合的に推進してきました。 

平成27年度から平成29年度までを計画期間とする「高齢者保健福祉計画・第６期介護保険事

業計画」（以下、「第６期計画」）では、平成37（2025）年に団塊の世代すべてが75歳に達する

時期を見据えて、できる限り住み慣れた地域で暮らし続けられるまちづくりを目指し、区の高

齢者保健福祉施策及び介護保険サービス体制整備の基本的な考え方や、実現するための各種取

組を総合的に推進していきます。 

 

 

２．計画の位置付け 

（素案Ｐ５～６） 

高齢者保健福祉計画は、老人福祉法第20条の８の規定1に基づく法定計画、介護保険事業計画

は、介護保険法第117条の規定2に基づく法定計画であり、区ではこれらを一体的に作成してい

ます。また「新宿区健康づくり行動計画」との調和を図っており、生活習慣病の予防や在宅療

養支援等の施策も含めた高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画を作成しているものです。 

計画体系においては、「新宿区基本構想」「新宿区総合計画」を上位計画と位置付けています。 

新宿区基本構想は、まちづくり推進に向けての基本理念、めざすまちの姿、まちづくりの基

本目標及び区政運営の基本姿勢を明らかにしたものです。 

新宿区総合計画は、各分野の個別計画を総合的に調整する指針であり、これは社会福祉法第

107条3に基づく「地域福祉計画」も内包し、高齢者保健福祉分野では、「心身ともに健やかにく

らせるまち」「だれもが互いに支え合い、安心してくらせるまち」を目指しています。 

また、総合計画に示した施策を計画的に実施していくために策定する行財政計画として「新

宿区実行計画」があり、これらの実行計画で実施している施策や事業との整合を図りつつ、個

別計画である第６期計画を進めていきます。 

 

 

                            

 

 
1 市町村は、老人福祉事業の共有体制の確保に関する計画（市町村老人福祉計画）を定めるものとする。 
2 市町村は、基本指針に即して、三年を一期とする当該市町村が行う介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施に関する計画（市町村

介護保険事業計画）を定めるものとする。 
3 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項（福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項、地域における社会

福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項、地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項）を一体的に定める計画

（市町村地域福祉計画）を策定。 
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３．計画の期間 

（素案Ｐ６） 

第６期計画は、平成27年度から平成29年度までの３年間を計画期間とします。また、平

成37（2025）年までの中長期的な視野に立った施策の展開を図ります。 

 

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成37年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

  

新宿区総合計画（H20～H29） 

新宿区高齢者保健福祉計画 

・基本構想を実現するために策定するもの 

・社会福祉法第 107 条に基づく「地域福祉計画」も

内包したもの 

平成 37（2025）年のめざすまちの姿である 

「『新宿力』で創造する、やすらぎとにぎわいのまち」

を定めるもの 

新宿区基本構想（平成 20～37 年度） 

・新宿区基本構想に定めためざすまちの姿の実現に向けて、新宿

区総合計画に示した施策を具体の事業として、計画的に実施し

ていくために策定するもの 

第一次実行計画 

（H20～H23） 

第二次実行計画 

（H24～H27） 

第三次実行計画 

（H28～H29） 

新宿区実行計画 

 

新宿区第二次実行計画（平成 24～27 年度） 
新宿区第三次実行計画 
（平成 28～29 年度） 

新宿区総合計画（平成 20～29 年度） 

新宿区高齢者保健福計画・ 

第５期介護保険事業計画 

（平成 24～26 年度） 

新宿区高齢者保健福祉計画・ 

第６期介護保険事業計画 

（平成 27～29 年度） 

平成 37(2025)年までの見通し 

新宿区基本構想（H20～H37） 

第６期介護保険事業計画 
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第３節 大都市東京の中心に位置する新宿区の特徴 

（素案Ｐ７～８） 

新宿区は東京23区のほぼ中央に位置し、区内には主要道路が多く、公共交通も発達し、全国

でも有数の利便性の高いまちです。 

区のまちなみの特徴として、東京都庁をはじめとする高層ビルが立ち並ぶオフィス街・西新

宿エリアや商業施設が集中する新宿駅周辺エリアがあり、その一方で、住宅街や緑地も広がっ

ています。このような多様な生活環境を有している当区は、全国を対象とした「高齢化対応度

調査」1で、高齢者が地域で安心して暮らせるまちとして高く評価されています。 

新宿区の人口は約32万人と、東京23区の中では12番目2に人口規模の大きな自治体です。この

うち、65歳以上の高齢者は２割弱であり、高齢化率は東京23区中７番目に低い割合となってい

ます（図表１）。しかし、高齢者人口は着実に増加しています。 

一方で、高齢者人口に占める一人暮らし高齢者の割合は、東京23区中で最も高く、高齢者の

約３人に１人は一人暮らしという状況があります（図表２）。 

今後は、区民一人ひとりの自立した生活を支援する観点から総合的にサポートしていけるよ

う、多様な主体によるサービス提供が実現できる土壌を生かして、区民や関連機関と協働しな

がら、地域包括ケアシステムの実現を目指していきます。 
 

図表１ 高齢化率※ 図表２ 一人暮らし高齢者の割合※ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                            

 

 
1 「日経グローカル」（平成 25 年 11 月発行 日本経済新聞社産業地域研究所）より引用。調査期間：平成 25 年８月～９

月、調査自治体：702 市区。 
2 「住民基本台帳による東京都の世帯と人口（平成 26 年１月）」より引用 

※ 高齢化率：住民基本台帳による東京都 
の世帯と人口（平成 26 年 1月） 
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第４節 新宿区における高齢者の状況 

１．人口の推移と将来推計 

（素案Ｐ９） 

新宿区における平成26年10月１日現在の高齢者人口は65,214人で、高齢化率は19.9％となっ

ています。介護保険制度創設時の平成12年10月1日現在の48,739人、高齢化率16.9％と比較す

ると、高齢者人口は33.8％の増加、高齢化率は3.0ポイントの増加となっています。平成37年

には高齢者人口は71,295人で6,081人の増加が見込まれます。年齢階級では、65歳～74歳人口

が29,012人、75歳以上人口が42,283人となり、75歳以上人口が65歳～74歳人口の約1.5倍とな

ります。 
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40 歳以上の人口推移及び将来推計 

注）各年 10 月 1日現在 

平成 12～26 年は実績値、平成 27 年以降は平成 25 年までの実績をもとに推計した値 

（コーホート要因法による） 

実績値・推計値ともに外国人人口を含む 

高齢化率＝65 歳以上人口÷総人口 

＜推計値＞ 
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第２章 計画の基本的考え方 

第１節 基本理念・基本目標 

１．第６期における基本理念及び平成 37（2025）年の地域の将来像 
（素案Ｐ３２） 

新宿区基本構想で掲げる平成 37（2025）年にめざすまちの姿と整合が保たれた「だれもが人

として尊重され ともに支え合う地域社会をめざす」を計画の基本理念に掲げ、これまでの取

組を進めてきました。 

本計画においても、これまでの理念や取組を発展的に受け継ぎながら、「だれもが人として

尊重され ともに支え合う地域社会」の構築を目指していきます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２．基本目標 

（素案Ｐ３３） 

基本目標１ 社会参加といきがいづくりを支援します 

多様化した高齢者のライフスタイルやニーズに対応した、社会参加や、社会貢献、就労な

どの活動支援を展開します。 

基本目標２ 健康づくり・介護予防をすすめます 

体力づくりやかかりつけ医等への相談など、高齢者の自発的な取組を広め、できる限り介

護を必要とせず過ごせるような支援を身近な地域で展開します。 

基本目標３ いつまでも地域の中でくらせる自立と安心のためのサービスを充実します 

一人一人のニーズに応じた医療と介護の連携による切れ目のないサービスや、区独自の支

援サービスを地域で提供します。また、高齢者のニーズに応じた住まいや住まい方を支援し、

区の特性にあった地域包括ケアシステムの実現を目指します。 

基本目標４ 尊厳あるくらしを支援します 

関係機関とのネットワークの構築や社会資源の活用により、一人一人が個人として尊重さ

れ、地域で安心して生活できるよう支援します。 

基本目標５ 支え合いのしくみづくりをすすめます 

高齢者自身も「地域の担い手」として活躍するしくみづくりを進め、地域の多様な社会資

源（ＮＰＯ・民間企業・社会福祉施設など）の有機的な連携により、互いに支え合う地域社

会の実現を目指します。 
  

 

《平成 37(2025)年の地域の将来像》 

だれもが互いに支え合い 

生涯安心してくらせるまち 

 

心身ともに健やかに 

いきいきとくらせるまち 

 

《基本理念》 
だれもが人として尊重され ともに支え合う地域社会をめざす 
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第２節 新宿区における地域包括ケアシステム 

１．日常生活圏域 

（素案Ｐ３４） 

「日常生活圏域」とは、地域包括ケアシステムの実現のために、必要なサービスを身近な地域

で受けられる体制の整備を進める単位で、国では概ね30分以内にサービスが提供される範囲とし

ています。 

区では、高齢者人口や民生委員、町会・自治会、地区協議会などの地域における活動の単位を

考慮して、特別出張所管轄10区域を「日常生活圏域」（四谷、簞笥町、榎町、若松町、大久保、

戸塚、落合第一、落合第二、柏木、角筈）と位置付けています。また、この区域を「相談圏域」

として捉え、身近なところで相談やサービスが受けられるよう、高齢者総合相談センターを配置

しています。ただし、柏木と角筈は人口規模等の判断で１つの高齢者総合相談センターで対応し

ています。さらに、区内を東・中央・西の３つの圏域に分け、「基盤整備圏域」として、施設や

サービスの整備を進めています。 
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２．目指すべき方向性と重点的取組 

（素案Ｐ３６～３７） 

（１）目指すべき方向性 

一人暮らし高齢者や認知症高齢者など、日常生活上で支援の必要な高齢者が増える中、でき

る限り住み慣れた住まい（自宅等）で暮らしつづけるためには、更なる医療・介護・予防の一

体的な提供、多様な生活支援などが欠かせません。そして、高齢者の生活を支援するためには、

地域で活動する多様な担い手との協働による支え合いが必要になります。 

区では、国が示した基本方針等を踏まえながら、区が抱える現状や課題に対応した地域包括

ケアシステムを実現していかなければなりません。そのために、自助力の向上への支援、地域

で活動する多様な担い手との協働による在宅生活への切れ目のないサービスの実現、そして、

高齢者総合相談センターによる地域のニーズとサービスや社会資源をコーディネートする取

組を進めます。また、保健、福祉、生涯学習、都市計画等の行政部門はもとより、区と多様な

関係機関による情報や目的を共有した連携など、お互いの立場を尊重しながら、互いに役割を

担う関係性を深め、取組の効果を相乗的に高めていくしくみづくりを推進します。 

 

（２）重点的取組 

本計画では、第５期計画で取り組んだ内容を発展的に継承する「認知症高齢者への支援体制

の充実」と「地域における在宅療養支援体制の充実」を重点的取組に位置づけることに加え、

新たに「『地域の活力』を生かした高齢者を支えるしくみづくり」も重点的取組として位置づ

けることとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

認知症についての正しい理解を普及させるとともに、認知症の早期発見・早期診断や相談体

制の充実を図ります。 

高齢者が安心して在宅療養ができるよう、在宅医療体制の強化や医療と介護の連携を推進す

るなど、在宅療養を支える体制を充実します。 

新宿区における多様な社会資源と、新宿区で活動する多くの人々による『地域の活力』を生

かし、区と区民等が一体となって、高齢者の生活を支えるしくみづくりを進めます。 
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（素案Ｐ３８） 
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第３節 新宿区における新しい地域支援事業 

（素案Ｐ３９） 

地域支援事業は平成18年度に創設された事業で、「介護予防事業」「包括的支援事業」「任意

事業」で構成されていました。 

今回の介護保険法の改正により、地域包括ケアシステムの一翼を担う地域支援事業について

は、大幅な見直しが行われました。 

これらの見直しを受けて、全国一律の予防給付（介護予防訪問介護・介護予防通所介護）を

市町村が取り組む地域支援事業に移行し、「介護予防・日常生活支援総合事業（以下、「総合事

業」という）」として実施されることになります。 

また、「在宅医療・介護連携の推進」「認知症施策の推進」「生活支援サービスの体制整備（生

活支援体制整備事業）」などが新たに位置づけられ、包括的支援事業の充実が図られます。 

 

【地域支援事業の内容】 

改正前  改正後 
事業名  事業名 類型 

介護予防給付 

（要支援１～２） 

訪問介護  
⇒

地
域
支
援
事
業 

介護予防・ 

日常生活支

援総合事業 

(総合事業) 

介護予防・生活支

援サービス事業 

訪問型サービス 

通所介護 
通所型サービス 

地
域
支
援
事
業 

介護予防 

事業 

通所型介護予防事業 

⇒

生活支援サービス 

介護予防支援事業 

生活機能評価事業 

一般介護予防事業 

介護予防把握事業 

介護予防普及啓発事業 
介護予防普及啓発事

業 

地域介護予防活動 

支援事業 

地域介護予防活動 

支援事業 

介護予防一般高齢者施策評価

事業 

一般介護予防事業 

評価事業 

地域リハビリテーシ

ョン 

活動支援事業 

包括的支援 

事業 

高齢者総合相談センター（地域

包括支援センター）事業 
⇒

包括的支援 

事業 

高齢者総合相談センター（地域包括支援セ

ンター）事業 

在宅医療・介護連携の推進 

認知症施策の推進 

生活支援体制整備事業 

任意事業 

家族介護者支援事業 

（徘徊高齢者探索サービス等） 

⇒ 任意事業 

家族介護者支援事業 

（徘徊高齢者探索サービス等） 

介護給付適正化事業 介護給付適正化事業 

その他の事業 

（成年後見審判請求事務等） 

その他の事業 

（成年後見審判請求事務等） 
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第３章 高齢者保健福祉施策の推進 
（素案Ｐ４６） 

第１節 高齢者保健福祉施策の体系 

次のような体系で進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

だ
れ
も
が
人
と
し
て
尊
重
さ
れ 

と
も
に
支
え
合
う
地
域
社
会
を
め
ざ
す 

基本理念 将来像 

１．いきがいのあるくらしへの支援 

１．社会参加といき

がいづくりを支援し

ます 

５つの基本目標 

 
だ
れ
も
が
互
い
に
支
え
合
い 

生
涯
安
心
し
て
く
ら
せ
る
ま
ち 

 

心
身
と
も
に
健
や
か
に 

い
き
い
き
と
く
ら
せ
る
ま
ち 

16 の施策 

２．健康づくり・介

護予防をすすめます 

３．いつまでも地域

の中でくらせる自立

と安心のためのサー

ビスを充実します 

４．尊厳あるくらし

を支援します 

５．支え合いのしく

みづくりをすすめま

す 

２．社会貢献活動への支援 

３．就業等の支援 

４．健康づくりの促進 

５．介護予防の推進 

６．介護保険サービスの提供と基盤整備 

７．自立生活への支援（介護保険外サービス） 

８．介護保険サービスの質の向上及び適正利用の促進 

９．認知症高齢者への支援体制の充実【重点】 

10．地域における在宅療養支援体制の充実【重点】 

11．高齢者総合相談センターの機能の充実 

12．くらしやすいまちづくりと住まいへの支援 

13．高齢者の権利擁護の推進 

14．介護者への支援 

15．『地域の活力』を生かした高齢者を支える

しくみづくり【重点】 

16．災害に強い安全な地域づくりの推進 
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施策別事業一覧       ◎：主な事業 ○：関係団体による事業 ☆：新規事業 

 

 

 

（素案Ｐ４７、素案Ｐ５６～） 

施策１ いきがいのあるくらしへの支援 

高齢者が地域の中でいきいきと活躍し、幅広く交流するための活動の場を整備します。 

また、区民による自主活動への支援や、社会参加の機会につながる講座やイベント等を開

催することにより、多様なニーズを抱える高齢者がいきがいをもって暮らせる環境づくりを

進めます。 

 

【施策を支える事業】 

◎１ 高齢者の社会参加といきがいづくりの拠

点整備 

◎２ 高齢者クラブへの支援・助成 

◎３ 敬老会 

◎４ 高齢者福祉大会 

 

◎５ 生涯学習フェスティバル 

◎６ 区民プロデュース支援事業 

◎７ コミュニティスポーツ大会 

○８ ライフアップ講座 

○９ ふれあい・いきいきサロン 

施策２ 社会貢献活動への支援 

高齢者が蓄積してきた知識や経験を、ボランティア活動や地域活動といった社会貢献活動

に活かせるよう支援を行います。 

また、シニア活動館が社会貢献活動の拠点となって、新宿区社会福祉協議会、ＮＰＯ等の

多様な団体との連携により、地域人材の育成と活躍の場づくりを進めます。 

 

【施策を支える事業】 

◎１ 高齢者の社会参加といきがいづくりの拠点整備（再掲） 

◎２ 介護支援ボランティア・ポイント事業 

◎３ 高齢者福祉活動事業助成等 

◎４ 生涯学習・地域人材交流ネットワーク制度の整備 

◎５ 高齢者クラブによる見守り活動 

○６ ボランティア・市民活動センターの地域活動支援事業 

施策３ 就業等の支援 

公益財団法人新宿区勤労者・仕事支援センター（高年齢者の方を対象とした無料職業紹介

所「新宿わく☆ワーク」）や公益社団法人新宿区シルバー人材センターなど高齢者の就業等に

関わる機関との連携を強化し、高齢者の就労意欲やニーズに対応した就業機会の拡大などに

向けた取組を支援します。 

 

【施策を支える事業】 

◎１ 障害者、高齢者、若年非就業者等に対する総合的な就労支援 

◎２ シルバー人材センターへの支援 

 

  

基本目標１ 社会参加といきがいづくりを支援します 
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（素案Ｐ４８、素案Ｐ７２～） 

施策４ 健康づくりの促進 

高齢者の健康づくりを支援するために、自分の健康は自分で守る意識を持ち、積極的に健

康づくりに取り組めるよう、様々な啓発や機会の提供を行います。また、健康診査を通じて、

生活習慣病の予防や早期発見と適切な健康管理ができる体制づくりとともに、高齢者のため

のこころのケアなどにも取り組みます。 

 

【施策を支える事業】 

◎１ 健康診査  

◎２ がん検診  

◎３ 健康相談  

◎４ 健康教育  

◎５ 健康手帳の交付  

◎６ 女性の健康支援 

◎７ 骨粗しょう症予防検診 

◎８ 歯科健康診査 

◎９ 歯科衛生相談（専門相談） 

◎10 60 歳からのこころとからだのメンテナ

ンス講座 

◎11 精神保健相談（うつ専門相談を含む） 

 

◎12 精神保健講演会  

◎13 普及啓発用リーフレット作成 

◎14 元気館事業の推進 

◎15 いきいきウォーク新宿 

◎16 いきいきハイキング 

◎17 ふれあい入浴 

◎18 湯ゆう健康教室 

◎19 団体等と連携したスポーツ普及事業（①

健康ウォーキング②夏休みラジオ体操） 

◎20 新宿シティハーフマラソン・区民健康マ

ラソン 

〇21 レガス健康づくり事業（レガスポ！） 

施策５ 介護予防の推進 

介護予防は、個人の選択を尊重した主体的な取組が大切です。心身機能の改善と同時に、

地域の社会的な活動への参加促進を図ることが重要です。 

地域で介護予防に継続して取り組める体制づくりを進め、介護が必要となる状態をできる

限り防ぐとともに、要支援の状態であっても現在の状態の維持と改善を図るための支援を行

います。 

 

【施策を支える事業】 

◎１ 介護予防ケアプラン作成 

◎２ 予防給付ケアマネジメントの質の向上 

◎３ パワーアップ高齢者（二次予防事業対象者）把握事業 

◎４ 介護予防把握事業 ☆ 

◎５ パワーアップ高齢者（二次予防事業対象者）介護予防教室 

◎６ 総合事業対象者向け通所型サービス ☆ 

◎７ 介護予防普及啓発事業（一般高齢者普及啓発事業） 

◎８ 認知症・うつ・閉じこもり予防事業 

◎９ 地域介護予防活動支援事業 

◎10 介護予防事業の評価 

 

 

 

  

基本目標２ 健康づくり・介護予防をすすめます 
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（素案Ｐ４９～５１、素案Ｐ８６～） 

施策６ 介護保険サービスの提供と基盤整備 

地域包括ケアのさらなる推進に向けて、地域密着型サービスをはじめとする介護保険サー

ビスの提供体制を整備していきます。また、特別養護老人ホームについては、在宅生活が困

難になった高齢者のセーフティネットとして整備を進めます。 

 

【施策を支える事業】 

◎１ 介護保険サービス 

◎２ 特別養護老人ホームの整備 

◎３ 地域密着型サービスの整備 

◎４ ショートステイの整備 

 

◎５ 医療介護支援 

◎６ 特別養護老人ホームの入所調整 

◎７ 地域密着型サービス事業者の指定 

施策７ 自立生活への支援（介護保険外サービス） 

高齢者が地域で自立した生活を送るためには、介護保険サービスとともに、介護保険では

対応していない多様なサービスにより、日常生活へのきめ細やかな支援や見守り等を行うこ

とが必要です。 

高齢者の地域での生活を支援するため、介護保険外サービスを実施していきます。 

 

【施策を支える事業】 

◎１ 配食サービス 

◎２ 理美容サービス 

◎３ 寝具乾燥消毒サービス 

◎４ 回復支援家事援助サービス 

◎５ 高齢者おむつ費用助成 

◎６ 補聴器・杖の支給 

◎７ 高齢者緊急通報システム 

◎８ 高齢者火災安全システム 

 

◎９ 自立支援住宅改修・設備改修費・日常生

活用具購入費助成事業 

◎10 通所サービス利用者の食費助成 

◎11 老人性白内障特殊眼鏡等の費用助成 

◎12 徘徊高齢者探索サービス 

◎13 認知症高齢者の介護者リフレッシュ等支

援事業 

施策８ 介護保険サービスの質の向上及び適正利用の促進 

多様化するニーズに対応した質の高い介護保険サービスを提供するため、介護保険サービ

ス事業者を支援します。また、介護保険サービスの適正利用を推進するため、事業者への指

導や利用者に向けた制度説明などの周知活動を行います。 

 

【施策を支える事業】 

◎１ 介護保険サービス事業者協議会への支援 

◎２ 介護保険サービス事業所向け研修 

◎３ 福祉サービス第三者評価の受審費用助成 

◎４ 介護保険サービス事業所表彰制度 

◎５ 介護保険サービスに関する苦情相談 

 

◎６ 介護給付適正化の推進 

◎７ 介護保険サービス事業者に対する 

指導検査 

◎８ 介護保険制度の趣旨普及 

◎９ 介護モニター制度 

◎10 「しんじゅく介護の日」の開催 

 

  

基本目標３ いつまでも地域の中でくらせる自立と安心のための 

サービスを充実します 
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施策９ 認知症高齢者への支援体制の充実【重点】 

今後、急速に増加することが見込まれる認知症高齢者が、住み慣れた地域で安心して暮ら

し続けられるよう、認知症についての正しい知識を普及させるとともに、認知症の早期発見・

早期診断や相談体制の充実を図ります。 
 
【施策を支える事業】 

◎１ 認知症サポーター推進事業（認知症サポ

ーターの活動拠点の整備） 

◎２ 認知症・もの忘れ相談 

◎３ 認知症介護者支援事業 

◎４ 認知症講演会 

◎５ 若年性認知症講演会 

◎６ 認知症普及啓発用パンフレット等 

作成 

◎７ 高齢者総合相談センターでの認知症高齢

者への支援（再掲） 

◎８ 徘徊高齢者探索サービス（再掲） 

 

◎９ 徘徊高齢者等緊急一時保護事業 

◎10 認知症高齢者の介護者リフレッシュ等支

援事業（再掲） 

◎11 認知症医療・地域福祉連携強化事業 

◎12 認知症サポーター養成講座 

◎13 普及啓発用リーフレット作成（再掲） 

◎14 精神保健相談（うつ専門相談を含む）（再

掲） 

◎15 認知症ケアパスの作成・普及 ☆ 

施策10 地域における在宅療養支援体制の充実【重点】 

高齢者が安心して在宅療養ができるよう、在宅医療体制の強化や医療と介護の連携を推進

するなど、在宅療養体制を構築します。また、在宅療養に関する専門職のスキルアップを図

り、在宅療養を支える体制を充実します。 
 
【施策を支える事業】 

◎１ 在宅医療ネットワークの構築 ☆ 

◎２ かかりつけ医機能の推進 

◎３ かかりつけ歯科医機能の推進 

◎４ 緊急一時入院病床の確保 

◎５ 訪問看護ステーション連携促進 ☆ 

◎６ 訪問看護ステーション人材確保 

◎７ 地域連携推進事業 

◎８ 摂食・嚥下機能支援事業 

◎９ 在宅医療相談窓口の運営 

 

◎10 病院職員の訪問看護ステーションでの実

習研修 

◎11 介護職員の複合型施設での実習研修   

   ☆ 

◎12 在宅療養に対する理解促進 

◎13 がん患者・家族のための支援講座 

◎14 在宅人工呼吸器使用者災害時支援 

事業 

◎15 在宅復帰リハビリテーション連携 

事業 

施策11 高齢者総合相談センターの機能の充実 

高齢者が住み慣れた地域でその人らしく安心して暮らしていくことができるよう、地域の

中心的な相談機関である高齢者総合相談センターの支援体制の充実を図ります。 

また、地域包括ケアを担うコーディネート機関として、関係機関と連携し、地域ネットワ

ークの構築を進めます。 
 
【施策を支える事業】 

◎１ 高齢者総合相談センターの機能強化 

◎２ 高齢者総合相談センターでの認知症高齢者への支援 

◎３ 認知症サポーター養成講座（再掲） 

◎４ 虐待防止の推進 

◎５ 介護者講座・家族会 

◎６ ケアプラン評価会の開催 ☆ 

◎７ ケアマネジャーネットワークへの支援 

◎８ 地域ケア会議の開催 ☆ 
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施策12 くらしやすいまちづくりと住まいへの支援 

高齢になっても、日常的な社会生活を安全・安心・快適に送るためには、道路や施設など

のハード面のみならず、情報やサービスなどソフト面も含めて、すべての人が利用しやすい

ように配慮されたまちづくりが必要です 

ユニバーサルデザインを視点とした居住環境の整備と福祉施策の充実による総合的なまち

づくりを進めるとともに、安全・安心な住まいへの支援を行います。 

 

【施策を支える事業】 

◎１ ユニバーサルデザイン・ガイドライン

の推進 

◎２ 人にやさしい建築物づくり 

◎３ 建築物等耐震化支援事業 

◎４ 細街路の拡幅整備 

◎５ 道路のバリアフリー化 

◎６ 鉄道駅のバリアフリー化 

◎７ みんなで考える身近な公園の整備 

◎８ 清潔できれいなトイレづくり 

◎９ 区営住宅の管理運営 

 

◎10 シルバーピアの管理運営 

◎11 都市型軽費老人ホーム建設事業助成  

   等 

◎12 「サービス付き高齢者向け住宅」の整

備促進 

◎13 住宅相談  

◎14 高齢者等入居支援 

◎15 住み替え居住継続支援 

◎16 ワンルームマンション条例 

 

 

 

 

 

（素案Ｐ５２、素案Ｐ１４１～） 

施策13 高齢者の権利擁護の推進 

高齢者の「尊厳ある暮らし」を実現するために、認知症等により権利侵害の対象となりや

すい方、自ら権利の主張や行使をすることができない状況にある方等に対して、必要な支援

を行います。また、権利擁護の普及啓発と、関係機関とのネットワークの構築を推進します。 

 

【施策を支える事業】 

◎１ 成年後見制度の利用促進 

◎２ 成年後見審判請求事務等 

◎３ 虐待防止の推進（再掲） 

◎４ 特別養護老人ホームへの「やむを得ない事由」による入所措置 

◎５ 悪質商法被害防止ネットワーク 

◎６ 消費者講座 

◎７ 高齢者の権利擁護の普及啓発 

◎８ 高齢者の権利擁護ネットワークの構築・運営 

○９ 地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事業） 

 

 

  

基本目標４ 尊厳あるくらしを支援します 



18 

 

 

 

（素案Ｐ５３、素案Ｐ１５０～） 

施策14 介護者への支援 

介護が必要になっても住み慣れた地域で生活を続けるためには、要介護高齢者への支援の

みならず、介護者の身体的、精神的負担を和らげるための支援が必要です。そのために必要

な介護者支援の取組を充実していきます。 

 

【施策を支える事業】 

◎１ 介護者講座・家族会（再掲） 

◎２ 介護者講座や家族会への参加支援 

◎３ 認知症介護者支援事業（再掲） 

◎４ 認知症高齢者の介護者リフレッシュ等支援事業（再掲） 

◎５ 高齢者緊急ショートステイ事業 

◎６ 家族介護慰労金の支給 

◎７ ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の推進 

◎８ 男性の育児・介護サポート企業応援事業 

施策15 『地域の活力』を生かした高齢者を支えるしくみづくり【重点】 

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けていくためには、介護保険サービスや区独自のサー

ビスが充実していることに加え、区民が主体的に地域の担い手となって高齢者の生活を支援

する体制を整備していく必要があります。 

新宿区における多様な社会資源と、新宿区で活動する多くの人々による『地域の活力』を

生かし、区と区民等が一体となった支え合いのしくみづくりを進めます。 

 

【施策を支える事業】 

◎１ 地域安心カフェの展開 

◎２ 民生委員による相談活動 

◎３ 高齢者の孤独死防止に向けた取組の推

進 

◎４ 認知症ケアパスの作成・普及（再掲） 

   ☆ 

◎５ 地域ケア会議の開催（再掲）☆ 

◎６ NPO や地域活動団体等、多様な主体と

の協働の推進 

 

◎７ ふれあい訪問・地域見守り協力員 

事業 

◎８ ちょこっと困りごと援助サービス 

◎９ 介護支援ボランティア・ポイント 

   事業（再掲） 

◎10 高齢者見守り登録事業 

〇11 暮らしのサポート事業 

〇12 ふれあい・いきいきサロン（再掲） 

施策16 災害に強い安全な地域づくりの推進 

災害に強い、逃げないですむ安全なまちづくりに向け、建築物等耐震化支援事業、家具転

倒防止器具等設置事業、災害用備蓄物資の充実等を進めています。さらに、災害の発災前か

らの備え、発災時の避難行動、避難所での生活など各段階において、高齢者など特に配慮を

必要とする方を把握するための名簿を作成し、区内の消防署及び警察署等との共有化を図っ

ています。 

 

【施策を支える事業】 

◎１ 災害時要援護者対策の推進 

◎２ 災害時要援護者名簿の活用 

◎３ 在宅人工呼吸器使用者災害時支援事業（再掲） 

  

基本目標５ 支え合いのしくみづくりをすすめます 
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第４章 介護保険事業の推進 
（第６期介護保険事業計画） 

 

第１節 第６期介護保険事業計画の推進に向けて 

１．第６期介護保険事業計画（平成 27～29 年度）の位置付け 

（素案Ｐ１７４） 

新宿区の介護保険は、新宿区が保険者となって制度の運営を行っています。介護を社会全体

で支えていくという制度の目的から、その財源は、公費で50％、65歳以上の方（第１号被保険

者）と医療保険に加入している40から64歳の方（第２号被保険者）の保険料の50％でまかなわ

れています。区は、介護保険法第117条に基づき、３年を１期とする介護保険事業計画を定め

ることとされています。この介護保険事業計画は介護サービスの整備計画であるとともに、区

の第１号被保険者の保険料の算定基礎となる計画です。 

第６期介護保険事業計画は、平成37（2025）年に向けて、第５期から開始した地域包括ケア

システムの実現に向けての方向性を継承していくものです。 

 

２．介護保険制度の改正内容 

（素案Ｐ１７４） 

   

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 注）その他、小規模通所介護の地域密着型サービスへの移行や、サービス付き高齢者向け住宅の住所地特例への適用

等があります 

■地域包括ケアシステムの構築に向けた地域支援事業の充実（平成 27 年 4 月） 

・「在宅医療・介護連携の推進」「認知症施策の推進」「地域ケア会議の推進」「生活支援サービスの

充実・強化」 

■全国一律の予防給付（訪問介護・通所介護）を介護保険制度の地域支援事業で実施 

（平成 28 年 4 月） 

■特別養護老人ホームを中重度者（原則要介護 3 以上）を支える機能へ重点化（平成 27 年 4 月） 

地域包括ケアシステムの構築 

■低所得者の保険料の軽減割合を拡大（平成 27 年 4 月） 

■利用者の自己負担の見直し（平成 27 年 8 月） 

・一定以上所得のある利用者の自己負担の 1 割から 2 割への引き上げや、高額介護サービス費の上

限額の引き上げ 

・低所得の施設利用者の居住費・食費の負担額の軽減について、対象要件に資産などを追加 

費用負担の公平化 

※（）内は実施時期 

※（）内は実施時期 
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第２節 第１号被保険者数及び要支援・要介護認定者数の推移 

１．第１号被保険者数及び要支援・要介護認定者数の推移と将来推計 

（素案Ｐ１７５） 

高齢化の進展に伴い、第１号被保険者1は増加が見込まれます。また、平成37（2025）年には、

75歳以上の高齢者数が増加することに伴い、要支援・要介護認定率2（以下、「認定率」という）

は23.7%と第１号被保険者の約４人に１人が要支援・要介護認定者（以下、「認定者」という）

になると見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

                            

 

 
1 区内に住所をもつ 65 歳以上の高齢者で、外国籍の方や住所地特例（介護保険施設等への入所で施設の所在地に住所を

変更した被保険者は、変更前の住所地を保険者とする特例措置）を含みます。このため、住民基本台帳人口とは必ずしも

一致しません。 
2 第１号被保険者に占める要支援・要介護認定者数の割合 

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H37

第1号被保険者数 59,922人 60,418人 60,786人 62,705人 64,629人 66,312人 67,256人 68,173人 69,179人 72,400人

認定者数 11,314人 11,696人 11,435人 11,907人 12,323人 12,644人 13,136人 13,564人 13,990人 17,151人

認定率 18.9% 19.4% 18.8% 19.0% 19.1% 19.1% 19.5% 19.9% 20.2% 23.7%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

人

20,000人

40,000人

60,000人

80,000人

100,000人

第 1号被保険者数及び認定者数の推移と将来推計 

第４期 

＜推計値＞ 

第５期 第６期 

注）各年 10 月 1日現在 

平成 21～26 年は実績値、平成 27 年以降は平成 25 年までの実績をもとに推計した値 
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第３節 介護保険サービスの利用状況 

２．サービス別給付費の実績 

（素案Ｐ１７９） 

居宅サービス費は、利用者の推移と同様に増加しており、平成12年度から平成25年度までに

約3.5倍に増加しています。施設サービス費は、一人当たりの利用額が高いため、全体に占め

る割合は利用者数に比べて高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 介護保険サービスの整備と利用見込み 

１．地域包括ケアの推進 

（素案Ｐ１８１） 

区では、介護が必要になっても住み慣れた地域で暮らし続けられる「地域包括ケア」のさら

なる推進に向けて、認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）、小規模多機

能型居宅介護や複合型サービスといった地域密着型サービスを中心に在宅サービスを充実さ

せます。 

  

32 

76 76 77 

84 

90 
95 

105 
111 

38 

47 48 49 
51 51 53 54 53 

8 9 9 9 11 12 12 13 

億円

20億円

40億円

60億円

80億円

100億円

120億円

H12 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

居宅サービス 施設サービス 地域密着型サービス

（介護保険事業状況報告 各年報実績）

居宅・施設・地域密着型サービス別給付費の実績 

 

注）サービス別利用者一人当たりの年間給付費 

  居宅サービス：約 129 万円、施設サービス：約 338 万円、地域密着型サービス：約 184 万円 
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２．介護保険サービスの充実 

（素案Ｐ１８１～１８２） 

（１）地域密着型サービス等 

地域密着型サービスは、各区市町村が独自に整備することができる介護保険サービスである

ため、地域包括ケアの推進の中心として整備を進めていきます。 

平成28年度には、西落合都有地や区立中央図書館跡地などの公有地を活用して整備を進めて

いる、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）

やショートステイの施設が開設します。また、医療ニーズの高い要介護者を支援する複合型サ

ービスについては、平成26年度に区で初めて１所開設し、さらに平成27年度にも１所開設しま

す。  

整備計画 

（表中の現況：平成 26 年 9月 1日現在、目標：平成 29 年度末） 

地域密着型サービス等 
計 

現況 目標 累計 

①認知症対応型共同生活介護 

（認知症高齢者グループホーム） 

事業所 8 +3 11 

定員 135 +54 189 

②小規模多機能型居宅介護 
事業所 4 +3 7 

登録定員 99 +75 174 

③複合型サービス 
事業所 1 +1 2 

登録定員 23 +25 48 

④ショートステイ 
事業所 7 +3 10 

定員 60 +67 127 

 

（２）特別養護老人ホーム 

特別養護老人ホームは、在宅生活が困難になった高齢者へのセーフティネットとして整備を

進めており、平成27年6月には、下落合駅前国有地を活用した特別養護老人ホームが１所（定

員130人、併設ショートステイ定員20人）開設します。 

 

整備計画 

（表中の現況：平成 26 年 9月 1日現在、目標：平成 29 年度末） 

施設サービス 
計 

現況 目標 累計 

特別養護老人ホーム 
事業所 7 +1 8 

定員 480 +130 610 

注）地域密着型特別養護老人ホーム 1所含む 
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３．地域支援事業 

（素案Ｐ１８３） 

要支援・要介護状態になる前からの介護予防を推進するとともに、地域における包括的・継

続的ケアマネジメントを強化する観点から、区が主体となって地域支援事業を実施します。第

６期では、介護保険制度改正において、地域包括ケアシステムの構築に向けて大幅に見直され

ます。 

新しい地域支援事業は、①介護予防・日常生活支援総合事業 ②包括的支援事業 ③任意事業

で構成され、財源構成は下記のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．総給付費の見込み 

（素案Ｐ１８４） 

  高齢化の進展に伴う高齢者数及

び要介護認定者数の増加による居

宅サービスの利用量の増加、地域密

着型サービスや特別養護老人ホー

ム等の整備計画及び過去の給付実

績を踏まえて、第６期の３年間の総

給付費を概算で見込んだところ、第

５期の約 634 億円から約 15％増加

し、第６期は約 727 億円となりまし

た。 

 

 

 

 

  

地域支援事業の財源構成 

[介護予防・日常生活支援総合事業] [包括的支援事業][任意事業] 

第1号被

保険者
22.0%

第2号被

保険者

28.0%
新宿区
12.5%

東京都
12.5%

国
25.0%

第1号被

保険者
22.0%

新宿区
19.5%

東京都
19.5%

国
39.0%
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第５節 第１号被保険者の保険料 

１．給付と負担の関係 

（素案Ｐ１８６） 

65歳以上の介護保険料（第１号保険料）は、区市町村（保険者）ごとに決められ、額はその

区市町村の被保険者が利用する介護保険サービスの水準を反映した金額になります。 

区の介護保険料は、３年を１期とする介護保険事業計画期間中のサービス（給付費）の利用

見込量に応じたものとなります。従って、サービスの利用量が増加すれば保険料は上がり、利

用量が減少すれば下がることになります。 

 全国平均の介護保険料基準額（月額）は、第１期の2,911円から第５期は4,972円と約1.71

倍となりました。新宿区の介護保険料基準額（月額）は、第１期の3,248円から第５期は5,400

円と約1.66倍です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第５期までの介護保険料基準額（月額）の推移 

2,911 
3,293 

4,090 4,160 

4,972 

3,248 3,300 

4,300 4,400 

5,400 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

第１期 第２期 第３期 第４期 第５期

全国平均 新宿区

（円）
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２．第６期の介護保険料基準額 

（素案Ｐ１８７～１８８） 

（１）第１号被保険者の負担率 

第１号被保険者の総給付費に対する負担率は、第１号被保険者と第２号被保険者の人口比率

によって決定します。第５期の第１号被保険者の負担率は21％でしたが、第６期は高齢者数の

増加により22％に改正されることが予定されています。 

   

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）保険料基準額 

保険料基準額の算定にあたっての総給付費の見込みは、高齢化の進展に伴う高齢者数及び要

介護認定者数の増加による居宅サービスの利用量の増加、地域密着型サービスや特別養護老人

ホーム等の施設開設によるサービスの充実が主な上昇の要因となり、概算で試算したところ、

第５期の約634億円から約15％増加し、第６期は約727億円になる見込みです。 

この総給付費見込額から、第６期の保険料を大まかに試算すると、6,700円程度になると見

込まれます。最終的には、現時点において確定されていない要因等を勘案し、保険料基準額を

算定します。 

 

３．第６期の保険料段階 

（素案Ｐ１８８～１８９） 

区は、負担能力に応じた負担割合とする考え方に基づき、第５期では保険料段階を14段階と

し、保険料段階をきめ細かく設定しています。 

第６期においても、制度改正による低所得者の軽減割合の拡大を図りながら、引き続き負担

能力に応じた負担割合と多段階設定について検討し、安定的な財政運営を実施していきます。 
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注）基本的に上記算定式にて保険料基準額（月額）を算定しますが、75 歳以上高齢者数、第１号被保険者の所得分

布、介護給付準備基金の取り崩しにより最終的に決定します。 

 

 

 

  

保険料基準額 

第６期 

第６期介護保険料基準額（月額）の試算 

 

  

◎総給付費    約 634 億円（第 5 期）     約 727 億円（第 6 期） 

 

（※総給付費 ＝ 介護保険サービスにかかる保険給付費 + 地域支援事業費） 

 

《主な増加要因》 

   ■高齢化の進展に伴う要介護認定者数の増加 

   ■介護保険サービスの充実による利用量の増加 

   ・居宅サービス（訪問介護、通所介護、ショートステイ 等） 

・地域密着型サービス（小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護 等） 

   ・特別養護老人ホーム 

 

×22%（第 1 号被保険者負担割合） 

 

    第１号被保険者数（第 6 期の 3 年間の累計人数） 

÷12 か月＝保険料基準額（月額）   

保険料概算額（素案時点） 

５，８００円程度 

保険料基準額 

５，４００円 

○介護報酬の改定 等 

○介護給付準備基金等の活用 

第５期 

保険料概算額（素案時点） 

６，７００円程度 

 

《第１号被保険者の保険料基準額の算定方法》 

＜今後の影響要因＞ 

○介護報酬の改定 等 

○介護給付準備基金の活用 

《第６期の総給付費》 

第 6 期の総給付費 

《第６期の介護保険料基準額（月額）》 

（約 15%増）  
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４．平成 37（2025）年のサービス水準等の推計 

（素案Ｐ１９０） 

第６期介護保険事業計画の策定にあたっては、いわゆる団塊の世代が後期高齢者となる平成

37（2025）年を見据えて、中長期的な視野に立った施策の展開を図ることが必要であり、新宿

区における平成37（2025）年のサービス水準等を推計しますが、現在試算中です。 

なお、国が試算した全国ベースの推計では、給付の総費用額が平成26（2014）年の約10兆円

から平成37（2025）年は約21兆円と約2倍に増加し、保険料（月額）も第５期の全国平均4,972

円から平成37（2025）年は8,200円程度に上昇すると見込んでいます。 

 

国が試算した平成 37（2025）年のサービス水準等の推計（全国ベース） 

 

 平成 26（2014）年 平成 37（2025）年 備考 
給付の総費用 約１０兆円 約２１兆円 約２倍増 

保険料 ４,９７２円 ８,２００円程度 約 3,２００円増 
 

 

第６節 低所得者等への対応 

（素案Ｐ１９１～１９２） 

 

１．施設サービス及び短期入所サービスの負担額の軽減 
２．高額介護（予防）サービス費 
３．高額医療合算介護（予防）サービス費 
４．社会福祉法人、介護保険サービス提供事業者による利用者負担軽減 
５．高齢者夫婦世帯等の居住費・食事費用助成 
６．旧措置入所者への対応 
７．通所系サービスにおける食事費用助成 
８．高額介護（予防）サービス費等の貸付 
９．境界層該当者への対応 
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